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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年12月期中間期 4,849 26.0 195 360.6 424 175.3 276 159.7

2025年12月期中間期 3,847 △32.1 42 △86.8 154 △63.6 106 △60.5

（注）包括利益 2026年12月期中間期 1,138百万円 （185.5％） 2025年12月期中間期 399百万円 （△53.9％）

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2026年12月期中間期 131.17 －

2025年12月期中間期 50.30 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年12月期中間期 24,969 20,851 82.0

2025年12月期 23,650 19,819 82.3

（参考）自己資本 2026年12月期中間期 20,470百万円 2025年12月期 19,453百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年12月期 － － － 50.00 50.00

2026年12月期 － －

2026年12月期（予想） － 50.00 50.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,500 18.8 200 101.0 510 53.7 330 39.9 156.78

１．2026年12月期第２四半期（中間期）の連結業績（2026年１月１日～2026年６月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2026年12月期の連結業績予想（2026年１月１日～2026年12月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年12月期中間期 3,806,660株 2025年12月期 3,806,660株

②  期末自己株式数 2026年12月期中間期 1,701,765株 2025年12月期 1,701,612株

③  期中平均株式数（中間期） 2026年12月期中間期 2,104,926株 2025年12月期中間期 2,113,574株

※  注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更：無

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（注）詳細は、添付資料８ページ「２．中間連結財務諸表及び主な注記（４）中間連結財務諸表に関する注記事

項（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更      ：無

②  ①以外の会計方針の変更                    ：無

③  会計上の見積りの変更                      ：無

④  修正再表示                                ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ

ての注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関

する説明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなか、緩やかな回復基調で推移しまし

たが、中東情勢の不透明さに伴うエネルギー、原材料価格の高止まり等、景気の先行きは、依然として不透明な状

況となりました。

建設業界におきましては、公共投資は堅調に推移し、民間設備投資は一部に持ち直しの動きも見られましたが、

建設資材価格の高止まりや供給不安の他、労働者の高齢化、人材不足の問題が継続しており、引き続き厳しい状況

となりました。

このような状況の中、当社グループの売上高は、大型工事が順調に推移したこと等により48億4千9百万円（前年

同期比26.0％増）となりました。

利益面につきましては、売上高が増加したこと等により、営業利益は1億9千5百万円（前年同期比360.6％増）、経

常利益は4億2千4百万円（前年同期比175.3％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は2億7千6百万円（前年同期比

159.7％増）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。（セグメントごとの経営成績については、セグメント間の

内部売上高又は振替高を含めて記載しております。）

（建設事業）

受注高は、34億8千9百万円（前年同期比13.2％増）となりました。売上高は、大型工事が順調に推移したこと等

により46億4千1百万円（前年同期比27.1％増）となり、セグメント利益は、売上高が増加したこと等により4億6千3

百万円（前年同期比45.6％増）となりました。

（製造・販売事業等）

主にアスファルト合材の販売、飲食事業（回転寿司店の運営）等で、売上高は、4億5百万円（前年同期比11.2％

増）となり、セグメント利益は、3千3百万円（前年同期はセグメント損失4百万円）となりました。

（２）当中間期の財政状態の概況

①資産、負債及び純資産の状況

当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末より13億2千万円増加し249億6千9百万円となりまし

た。増加した主な要因は、保有株式の株価上昇により投資有価証券が増加したこと等によるものであります。

負債は、前連結会計年度末より2億8千7百万円増加し41億1千8百万円となりました。増加した主な要因は、保有株

式の株価上昇により繰延税金負債が増加したこと等によるものであります。

純資産は、前連結会計年度末より10億3千2百万円増加し208億5千1百万円となりました。増加した主な要因は、保

有株式の株価上昇によりその他有価証券評価差額金が増加したこと等によるものであります。

この結果、自己資本比率は82.0％（前連結会計年度末は82.3％）となりました。

②キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、10億6千万円の増加（前年同期は21億2千9百万円の増加）となりました。

増加した主な要因は、工事代金の回収により売上債権が減少したこと等によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、3千4百万円の減少（前年同期は2億8千9百万円の増加）となりました。減

少した主な要因は、有価証券の償還による収入がありましたが、投資有価証券の取得による支出があったこと等に

よるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、1億6百万円の減少（前年同期は2億5千2百万円の減少）となりました。減

少した主な要因は、配当金の支払い等によるものであります。

以上の結果、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ9億2千万円増加し、

98億4千5百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　最近の動向を踏まえ、2026年５月８日に公表しました通期の連結業績予想及び個別業績予想を修正しておりま

す。詳細につきましては、本日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。

- 2 -

金下建設㈱(1897) 2026年12月期 第２四半期(中間期)決算短信



（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 8,925 9,845

受取手形・完成工事未収入金等 3,094 2,186

有価証券 600 700

未成工事支出金等 348 415

その他 109 41

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 13,074 13,185

固定資産

有形固定資産

土地 1,209 1,267

その他（純額） 565 611

有形固定資産合計 1,774 1,878

無形固定資産 6 6

投資その他の資産

投資有価証券 8,378 9,477

その他 640 647

貸倒引当金 △222 △222

投資その他の資産合計 8,796 9,901

固定資産合計 10,576 11,785

資産合計 23,650 24,969

２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部

流動負債

工事未払金 1,215 791

リース債務 2 2

未払法人税等 40 120

未成工事受入金 253 285

完成工事補償引当金 7 8

その他 248 378

流動負債合計 1,766 1,583

固定負債

リース債務 3 2

繰延税金負債 1,527 1,982

役員退職慰労引当金 519 534

その他 16 16

固定負債合計 2,065 2,535

負債合計 3,831 4,118

純資産の部

株主資本

資本金 1,000 1,000

資本剰余金 2,147 2,147

利益剰余金 17,654 17,825

自己株式 △5,044 △5,045

株主資本合計 15,757 15,927

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,696 4,542

その他の包括利益累計額合計 3,696 4,542

非支配株主持分 366 381

純資産合計 19,819 20,851

負債純資産合計 23,650 24,969
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日

　至　2026年６月30日)

売上高 3,847 4,849

売上原価 3,335 4,182

売上総利益 512 666

販売費及び一般管理費 469 471

営業利益 42 195

営業外収益

受取利息 16 30

受取配当金 82 181

持分法による投資利益 3 3

不動産賃貸料 19 19

その他 3 5

営業外収益合計 123 238

営業外費用

不動産賃貸原価 8 8

その他 3 1

営業外費用合計 11 9

経常利益 154 424

特別利益

固定資産売却益 9 11

特別利益合計 9 11

特別損失

減損損失 － 10

その他 0 0

特別損失合計 0 10

税金等調整前中間純利益 163 425

法人税等 41 133

中間純利益 122 292

非支配株主に帰属する中間純利益 16 16

親会社株主に帰属する中間純利益 106 276

（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

（中間連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日

　至　2026年６月30日)

中間純利益 122 292

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 276 846

その他の包括利益合計 276 846

中間包括利益 399 1,138

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 383 1,122

非支配株主に係る中間包括利益 16 16

（中間連結包括利益計算書）
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日

　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 163 425

減価償却費 36 37

減損損失 － 10

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △17 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 1

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12 16

受取利息及び受取配当金 △99 △211

持分法による投資損益（△は益） △3 △3

有形固定資産除売却損益（△は益） △9 △11

売上債権の増減額（△は増加） 1,468 907

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 76 △67

仕入債務の増減額（△は減少） △91 △424

未成工事受入金の増減額（△は減少） 313 32

未払消費税等の増減額（△は減少） △24 21

その他 263 142

小計 2,088 874

利息及び配当金の受取額 103 210

法人税等の支払額 △62 △24

法人税等の還付額 0 0

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,129 1,060

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 700 400

有形固定資産の取得による支出 △34 △150

有形固定資産の売却による収入 9 12

無形固定資産の取得による支出 △1 －

投資有価証券の取得による支出 △387 △296

関係会社出資金の払戻による収入 3 3

その他 △2 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー 289 △34

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △1 △1

自己株式の取得による支出 △144 △0

配当金の支払額 △107 △105

財務活動によるキャッシュ・フロー △252 △106

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,165 920

現金及び現金同等物の期首残高 8,831 8,925

現金及び現金同等物の中間期末残高 10,996 9,845

（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積

実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法に

よっております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。
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(単位：百万円)

報告セグメント
調整額

（注）１

中間連結損益
計算書計上額

（注）２建設事業
製造・販売

事業等
計

売上高

外部顧客への売上高 3,652 194 3,847 － 3,847

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 170 170 △170 －

計 3,652 364 4,016 △170 3,847

セグメント利益又は損失（△） 318 △4 314 △272 42

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額

（注）２建設事業
製造・販売

事業等
計

売上高

外部顧客への売上高 4,641 208 4,849 － 4,849

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 197 197 △197 －

計 4,641 405 5,046 △197 4,849

セグメント利益 463 33 496 △301 195

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間(自  2025年１月１日  至  2025年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△272百万円には、セグメント間取引消去等5百万円及び各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△277百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当中間連結会計期間(自  2026年１月１日  至  2026年６月30日)

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益の調整額△301百万円には、セグメント間取引消去等△14百万円及び各報告セグメントに配分

していない全社費用△287百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費で

あります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

各報告セグメントに帰属しない「全社資産」において、土地の減損損失を計上しております。なお、当該減損

損失の計上額は、当中間連結会計期間において10百万円であります。
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

増減

前連結会計年度

(自 2025年１月１日 (自 2026年１月１日 (自 2025年１月１日

  至 2025年６月30日)   至 2026年６月30日)   至 2025年12月31日)

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 率(％) 金額 構成比(％)

土

木

官公庁 1,782 74.2 2,279 89.7 497 27.9 3,355 76.2

建 民　間 620 25.8 78.0 262 10.3 72.8 △ 358 △ 57.7 1,046 23.8 46.9

計 2,402 100.0 2,542 100.0 139 5.8 4,400 100.0

設
建

築

官公庁 3 0.5 217 22.9 214 6,669.8 960 19.3

民　間 676 99.5 22.0 730 77.1 27.2 54 8.0 4,023 80.7 53.1

事 計 679 100.0 948 100.0 268 39.5 4,983 100.0

計

官公庁 1,785 57.9 2,497 71.6 711 39.8 4,314 46.0

業 民　間 1,296 42.1 100.0 992 28.4 100.0 △ 304 △ 23.4 5,069 54.0 100.0

計 3,081 100.0 3,489 100.0 408 13.2 9,383 100.0

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

増減

前連結会計年度

(自 2025年１月１日 (自 2026年１月１日 (自 2025年１月１日

  至 2025年６月30日)   至 2026年６月30日)   至 2025年12月31日)

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 率(％) 金額 構成比(％)

土

木

官公庁 1,912 86.6 1,690 87.3 △ 222 △ 11.6 3,906 85.9

建 民　間 296 13.4 60.5 245 12.7 41.7 △ 51 △ 17.4 639 14.1 54.2

計 2,208 100.0 (57.4) 1,935 100.0 (39.9) △ 274 △ 12.4 4,544 100.0 (51.4)

設
建

築

官公庁 452 31.3 339 12.5 △ 113 △ 25.0 979 25.4

民　間 991 68.7 39.5 2,366 87.5 58.3 1,375 138.7 2,868 74.6 45.8

事 計 1,444 100.0 (37.5) 2,706 100.0 (55.8) 1,262 87.4 3,847 100.0 (43.5)

計

官公庁 2,364 64.7 2,029 43.7 △ 335 △ 14.2 4,884 58.2

業 民　間 1,288 35.3 100.0 2,611 56.3 100.0 1,324 102.8 3,507 41.8 100.0

計 3,652 100.0 (94.9) 4,641 100.0 (95.7) 989 27.1 8,391 100.0 (95.0)

製造・販売事業等 194 (5.1) 208 (4.3) 13 6.9 446 (5.0)

合計 3,847 (100.0) 4,849 (100.0) 1,002 26.0 8,837 (100.0)

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末
増減

前連結会計年度末

(2025年６月30日) (2026年６月30日) (2025年12月31日)

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 率(％) 金額 構成比(％)

土

木

官公庁 1,539 73.8 1,708 72.5 168 10.9 1,118 63.9

建 民　間 548 26.2 25.1 648 27.5 27.0 101 18.4 631 36.1 17.7

計 2,087 100.0 2,356 100.0 269 12.9 1,749 100.0

設
建

築

官公庁 1,144 18.4 1,452 22.8 308 26.9 1,574 19.4

民　間 5,091 81.6 74.9 4,925 77.2 73.0 △ 166 △ 3.3 6,561 80.6 82.3

事 計 6,235 100.0 6,377 100.0 142 2.3 8,135 100.0

計

官公庁 2,684 32.2 3,160 36.2 476 17.7 2,692 27.2

業 民　間 5,639 67.8 100.0 5,573 63.8 100.0 △ 65 △ 1.2 7,192 72.8 100.0

計 8,322 100.0 8,733 100.0 411 4.9 9,885 100.0

３．補足情報

受注工事高・売上高・繰越工事高

(連結)

受注工事高                                                                                    (単位：百万円)

売上高

繰越工事高
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前中間会計期間 当中間会計期間

増減

前事業年度

(自 2025年１月１日 (自 2026年１月１日 (自 2025年１月１日

  至 2025年６月30日)   至 2026年６月30日)   至 2025年12月31日)

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 率(％) 金額 構成比(％)

土

木

官公庁 1,627 73.9 2,043 89.3 416 25.6 3,036 76.8

建 民　間 573 26.1 76.4 244 10.7 70.7 △ 330 △ 57.5 915 23.2 44.2

計 2,200 100.0 2,286 100.0 86 3.9 3,951 100.0

設
建

築

官公庁 3 0.5 217 22.9 214 6,669.8 960 19.3

民　間 676 99.5 23.6 730 77.1 29.3 54 8.0 4,023 80.7 55.8

事 計 679 100.0 948 100.0 268 39.5 4,983 100.0

計

官公庁 1,630 56.6 2,260 69.9 630 38.7 3,995 44.7

業 民　間 1,249 43.4 100.0 974 30.1 100.0 △ 276 △ 22.1 4,938 55.3 100.0

計 2,879 100.0 3,234 100.0 355 12.3 8,934 100.0

前中間会計期間 当中間会計期間

増減

前事業年度

(自 2025年１月１日 (自 2026年１月１日 (自 2025年１月１日

  至 2025年６月30日)   至 2026年６月30日)   至 2025年12月31日)

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 率(％) 金額 構成比(％)

土

木

官公庁 1,646 86.5 1,458 89.8 △ 188 △ 11.4 3,546 86.2

建 民　間 256 13.5 56.8 166 10.2 37.5 △ 90 △ 35.1 566 13.8 51.7

計 1,902 100.0 (53.7) 1,624 100.0 (35.8) △ 278 △ 14.6 4,111 100.0 (48.9)

設
建

築

官公庁 452 31.3 339 12.5 △ 113 △ 25.0 979 25.4

民　間 991 68.7 43.2 2,366 87.5 62.5 1,375 138.7 2,868 74.6 48.3

事 計 1,444 100.0 (40.8) 2,706 100.0 (59.6) 1,262 87.4 3,847 100.0 (45.8)

計

官公庁 2,098 62.7 1,797 41.5 △ 301 △ 14.3 4,524 56.9

業 民　間 1,247 37.3 100.0 2,533 58.5 100.0 1,285 103.0 3,434 43.1 100.0

計 3,346 100.0 (94.5) 4,330 100.0 (95.4) 984 29.4 7,958 100.0 (94.7)

製造・販売事業等 194 (5.5) 208 (4.6) 13 6.9 446 (5.3)

合計 3,540 (100.0) 4,538 (100.0) 998 28.2 8,404 (100.0)

前中間会計期間末 当中間会計期間末
増減

前事業年度末

(2025年６月30日) (2026年６月30日) (2025年12月31日)

金額 構成比(％) 金額 構成比(％) 金額 率(％) 金額 構成比(％)

土

木

官公庁 1,480 73.7 1,575 71.2 94 6.4 990 63.9

建 民　間 528 26.3 24.4 637 28.8 25.8 110 20.8 560 36.1 16.0

計 2,008 100.0 2,212 100.0 204 10.2 1,549 100.0

設
建

築

官公庁 1,144 18.4 1,452 22.8 308 26.9 1,574 19.4

民　間 5,091 81.6 75.6 4,925 77.2 74.2 △ 166 △ 3.3 6,561 80.6 84.0

事 計 6,235 100.0 6,377 100.0 142 2.3 8,135 100.0

計

官公庁 2,625 31.8 3,027 35.2 402 15.3 2,564 26.5

業 民　間 5,618 68.2 100.0 5,562 64.8 100.0 △ 56 △ 1.0 7,121 73.5 100.0

計 8,243 100.0 8,589 100.0 346 4.2 9,685 100.0

(個別)

受注工事高                                                                                    (単位：百万円)

売上高

繰越工事高
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